
在留資格とは　
　日本がどのような外国人を受け入れるかについて、その外国人が日本
で行おうとする活動の観点から類型化して入管法で定めたものです。
① 特定の活動を行って在留しようとする外国人の在留資格
 ● 就 労 活 動 【外交、公用、教授、芸術、宗教、報道、高度専門職、
  　経営・管理、法律・会計業務、医療、研究、教育、 
  　技術・人文知識・国際業務、企業内転勤、介護、興行、 
  　技能、特定技能、技術実習】
 ● 非就労活動 【文化活動、短期滞在、留学、研修、家族滞在】
  【特定活動（法務大臣が指定する活動）】
② 次に掲げる身分または地位を有する外国人（活動内容に制限はない。）
 【永住者（この内、戦前から日本に在留する韓国・朝鮮等の人々とそ 
 　の子孫は「特別永住者」という。）】【日本人の配偶者等】【永住者の 
 　配偶者等】【定住者（日系定住者、難民系定住者等）】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和5年◯月現在

　2014年度（平成26年度）をもって5年間の計画期間が終了したことから、2015年（平成27年度）4月に経済・
社会情勢の変化などに対応した「滋賀県多文化共生推進プラン(第2次改定版)」ン を策定し、外国人住民支援の視点から
日本人住民と外国人住民が共に多文化共生社会を推進する視点に改め、2020年（令和2年）４月には新たに「滋賀県
多文化共生推進プラン（第２時改定版）を策定しました。
　このプランは、「滋賀県基本構想」の理念を踏まえ、本県が取り組むべき多文化共生の社会づくりについて、行政、
国際交流協会、市民活動団体、企業、県民などの各主体が取り組む方向性を示す指針となるもので、滋賀県で暮らし、
働き、学ぶすべての人が、国籍などの違いにかかわらず、相互に人権と個性を尊重しながら、多様性を生かして活
躍できる地域社会を目指すこととしています。

　1980年代後半に、アジアや南米諸国から
日本へ働きに来る 外国人が急増しました。
　しかし、入管法には非熟練労働者の滞在を
定めた在留資格がなく、多くの外国人労働者
が労働条件や生活面でさまざまな不利益を受
けることとなりました。
　こうしたことを受け、1990年(平成2年)に
入管法が改正され、在留資格の整備が行われ
たことにより、日系人とその家族には「定住
者」として在留資格が認められました。入管
法はその後も複数回改正され、2019年(平
成30年)12月の改正では、新たな在留資格
として「特定技能1号」および「特定技能2号」
が追加されました。
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　2021年（令和3年）12月末現在、全国の外国人人口は、276万人を超え、出身国別にみると韓国・朝鮮の人々
が約43万6千人で全体の約16％を占めています※1。滋賀県では、約12.7％、4,141人となっています※2。

※1　法務省出入国管理庁調べ　　※2　滋賀県国際課調べ

　近年、在留韓国・朝鮮人の人々を合理的な理
由なく一律に排除・排斥しようとしたり、危害
を加えたりしようとするような内容のデモやネ
ット上での書き込みの増加が大きな社会問題と
なり、このことが2016年（平成28年）のヘイ
トスピーチ解消法制定の背景となっています。
　ヘイトスピーチは見聞きした人々に悲しみや
恐怖や絶望感などを抱かせるものであり、決し
てあってはならないものです。

在日韓国・朝鮮人に対する
ヘイトスピーチ

在住外国人に関する課題

　近年における諸外国との人的・物的交流の拡大や入管法の改正により、県内に在住する外国人は南米日系人を中
心に、2021年（令和3年）12月末現在、32,651人となっています※。近年では、家族で長期間滞在する南米日
系人をはじめ、国際結婚や技能実習、留学などの様々な理由により外国人住民の国籍も多様化しています。
　平成26年（2014年）以降、東南アジア地域出身者の技能講習生が急増し、国籍の構成も変化してきています。
　今後は、更なる多国籍化の進展に伴い、言語や文化、習慣などが異なるさまざまな外国人住民の定住化が進むも
のと考えられます。　　　　　　　　　　　　 ※　滋賀県国際課調べ

　それぞれの国には固有の言葉・文化・生活習慣があ
ります。しかし、外国人が日本で生活する場合、日本
ではなじまない習慣もあり、地域社会で理解されにく
い場合もあります。
　また、言葉が通じないために意思疎通が図れず、誤
解を受けたり、権利を享受できないことがあります。
特に市民としての諸手続や年金、保険、税金に関する
制度の理解が困難な場合もあります。また、医療機関
における言葉の問題は、適切な治療を受けるうえで切
実な問題となっています。これらに対応するため、（公
財）滋賀県国際協会や一部の市町の外国人相談窓口で
は、ポルトガル語、スペイン語、英語、タガログ語、
中国語、ベトナム語などによる相談を受けています。

■ 外国人相談状況　平成24年度～令和3年　（（公財）滋賀県国際協会）

1,000

1,500

2,000

2,500

500
0

（件数）

29 30 R１ R２ R３24 25 26 27 28
(年度)

相談内容別 相談状況　平成24年度～令和3年

労　　働
在留資格
教　　育
生　　活
医　　療
住　　宅
そ の 他

24年度

87
75
82
262
159
18
144
827

25年度

52
44
150
277
151
15
138
827

26年度

64
28
117
376
161
35
178
959

27年度

102
34
193
381
159
19
107
995

28年度

90
49
121
313
152
17
108
850

29年度

55
25
130
262
119
39
68
698

30年度

49
28
149
359
110
22
72
789

R１年度 R2年度 R3年度

103
99
103
205
141
37
262
950

180
96
146
412
329
44
396
1,603 2,205

136
139
141
412
741
28
608

合　計

　外国人の多くは、間接雇用の形態で製造業で働いていま
す。不安定な雇用形態に起因する解雇、その他給料の減額
など様々な相談、労働災害や求職、有給休暇や時間外手
当などの労働法や雇用保険に関する問い合せがあります。

　新型コロナウイルス感染症等に関する情報提供、医療用
語や医療機関に関する情報提供、医療機関と患者との連
絡調整や医療費の支払いに関する相談などがあります。

一般の手続などに関する相談や行政機関の書類内容に関
する問い合わせがあります。

● 医療・保健について

　従来からの入居拒否は減少し、公営住宅などに関する
情報提供や転居、契約更新、退出時の支援や住宅購入な
どの相談もあります。

● 住宅について

　イベント、交通機関などの情報提供、民事や刑事関係
の相談、その日常の場面での通訳や手続きの相談もあり
ます。

● そ　の　他
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　一方、自治体等では、多言語による情報の提供が実施されています。滋賀県では、新型コロナウイルス感染症等の
感染症に関するお知らせの多言語化や（公財）滋賀県国際協会による外国人向け情報紙「みみタロウ」の発行などに
より充実を図っています。

　労働の場において、外国人労働者というだけで長時
間労働を強いられたり、職種を限定されるということ
があってはなりません。国では、「外国人労働者の雇
用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するため
の指針」を定め、外国人の就労をめぐるトラブルを未
然に防止するよう取り組んでいます。また、技能実習
法（2017年11月施行）では、技能実習生に対する
人権侵害に罰則を設けるなど、受入先への監督が強化
され、2018年（平成30年）12月の入管法等の改正
によって設けられた特定技能制度でも、同様の措置が
設けられました。

　教育の分野においては、日本語がわからない児童・
生徒や保護者への対応が必要です。また、学校の授業
を理解しにくいことや高校進学が困難な場合もあるこ
とが問題となっています。

　病気になったときのつらさは誰にでも経験があると思います。そんなとき、優しい言葉や励ましほど嬉しいものは
ありません。ところが、病気になったことで、人とのかかわりを絶たれたり、人としての尊厳を傷つけられたりした
らどんなにつらいことでしょう。私たちは、ハンセン病元患者やHIV感染者の方々などが受けた差別から、命の大切
さと人としての尊厳の大切さを学ぶこととなりました。しかし、2020年（令和2年）から世界的な流行が始まった
新型コロナウイルス感染症では、感染症やその家族だけでなく、治療にあたる医療従事者など周囲の関係者までもが
さまざまな差別や偏見に晒される事態となりました。
　どのような病気を患っても、その人の尊厳が守られ、基本的人権が尊重されるよう、まわりの私たちが病気そのも
のを正しく理解し、支援することが大切です。
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